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１．はじめに

ロシアと日本は、20世紀および21世紀に
おいて、貿易や投資の分野における協力
を拡大させる試みを幾度となく行ってきた。

1970年代には、融資や機械の提供の
見返りに日本へ原料資源を供給する補償
型契約7件が調印され、このことが貿易の
拡大につながった。ボストーチヌイ港が建
設され、ネリュングリ炭田が操業を開始し、
日本市場を志向する森林開発地域が形
成された。しかし、1980年になると、米国
はソ連に制裁を発動し、これを日本が支持
したため、両国間の協力が停滞した。

1990年代に入りソ連が崩壊すると、日本
政府は市場経済構築プロセスを進めるロ
シア政府を支援した。しかし、市場経済へ
の移行は制御できるプロセスではなく、汚
職などの様々な否定的な現象が生じたた
め、日ロ間の協力は停滞していた。

2007年に、日本の安倍晋三首相は、8
つの項目から構成される「極東・東シベリア
地域における日露間協力強化に関するイ
ニシアティブ」を提案した。協力分野は、エ
ネルギー、輸送、情報通信、環境、保健・
医療、安全保障、投資貿易の拡大及び
環境の改善、地域間交流の促進の8項目
にわたる。しかし、様 な々原因によって、こ
の「イニシアティブ」（以下、安倍イニシア
ティブ）を十分に実現することはできなかっ
た。

2016年5月に、安倍首相は、ロシアの
プーチン大統領とソチで会談し、日ロ経済
協力に関するプラン（以下、安倍プラン）を
改めて提案したのである。本稿は、2007
年の安倍イニシアティブがなぜ十分にうま
く実現できなかったのかに関して、それを
妨げた要因を明らかにする。また、2016年
版の安倍プランを実現するために、両国が
実施している政策の内容を分析する。

２．�ロシアとの通商経済協力の
活性化の最初の試み：2007
年安倍イニシアティブ

2007年に、安倍首相は、極東と東シベ
リアの地域における日ロ協力を強化させる
ための構想を提案した。2008～2009年に
おいて、エネルギー分野の協力が強く推し
進められた。日本側による大規模な投資の
おかげで、サハリン石油・天然ガスプロジェ
クトが操業を開始した。この分野は、ロシ
ア極東が特化する新しい産業基盤となり、
極東をロシアの新しいエネルギー生産地
に転換した。ロシア東部産の石油やガスは
北東アジア諸国に輸出された。輸送分野
では、日産自動車、トヨタ自動車、いすゞ 自
動車といった日本の大企業がロシアの中
央部で自動車工場を開設した。また、「ウラ
ジオストク―境港」、「コルサコフ―稚内」
の間において、フェリー航路が開設された。
環境保全分野では、日本政府は「日ロ隣
接地域生態系保全協力プログラム」を立
ち上げた。また、海産物の密漁やロシアか
らの違法な輸出への対策となる共同事業
が開始された。

両国間の貿易は拡大傾向を示し、2007
年に201億ドルであった貿易額が、2008年
には289億ドルを上回った。しかし、2008
年末に問題が生じた。ロシアが丸太輸出
に対して輸出関税を導入した結果、日本
への丸太輸出が2007年の1億2800ドルか
ら2009年には5000万ドルにまで減少した
のである。また、ロシアは日本製中古車の
輸入に対して輸入関税を導入し、その結
果、輸入額が2008年の22億7400万ドル
から2009年には2億7800万ドルへと減少
した。これらの要因によって、2009年の日
ロ間の貿易額は145億ドルへと縮小した。

サハリンの石油・天然ガスプロジェクトに
おける所有権の移転問題は、新規プロ
ジェクトを進めるうえで日ロ間協力を停滞さ
せた。結局、安倍イニシアティブの枠組

みにおいて有望であるように見えたこの分
野における協力の方向性も、閉ざされてし
まった。ロシアの中央部に所在しているロ
シア企業は、「栄養状態が良い時に」かな
りの額の資金を蓄え、極東に進出し、投資
資金確保に問題を抱えている企業の買収
に取りかかった。この際、極東の企業の中
でも、最も高い価格を提示されたのは、海
外に製品を輸出している企業であり、その
多くは、日本企業と協力して事業を行って
いた。そして、新たに所有者となった企業
は、これまで長い年月をかけて構築してき
た日本の産業界との関係を破壊してしまっ
た。

21世紀最初の10年間において、日本企
業は極東から退出し始めた。ハバロフスク
地方では、18社あった日本企業の支社の
内、残ったのは6社だけであった。ハバロフ
スクと日本の間の貿易額は、2007年の4億
2600万ドルから2012年には1億6400万ド
ルへと減少した。日本の投資額は2007年
の1400万ドルから減少し、2010年には「ゼ
ロ」になった。ロシアと日本の地域間の貿
易は、ロシア東部における危機的な現象
や、乗客輸送の縮小、「ハバロフスク―新
潟」間の航空券の値上がりを理由として、
縮小した。貿易経済に関する日ロ政府間
委員会の極東分科会は地域間交流分科
会に改組され、その中心的な活動はロシア
の中央部に向けられるようになった。

21世紀初頭において、ロシア東部地域
のインフラの発展水準は途上国と大きく異
なるものではなかった。広大な土地を連結
する道路網は脆弱であった。また、局地
的な電力供給網は移入燃料で稼働してお
り、企業向けの電力販売価格は高いもの
であった。

日本政府は、途上国の市場に進出する
ために、政府開発援助（ODA）のメカニ
ズムを利用していた。しかし、このメカニズ
ムはロシアに対して利用されなかった。当
時、ロシアは G8の公式的なメンバー国で
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あり、先進国クラブの一員に入っていたか
らである。貿易分野において頻繁に変更さ
れる法律や1990年代に日本企業が極東
で味わった苦い経験といったすべてのこと
が、日本企業が2007年安倍イニシアティブ
の実現に参加することを躊躇させた。

さらに、この時期のロシアには、極東に
おける日本企業のビジネスを活性化させる
ような法律や組織が整っておらず、投資環
境も良い状況にはなかった。また、当時の
ロシア政府は、2007年の安倍イニシアティ
ブを具体的な提案によって補完するため
の呼応するプログラムを作成していなかっ
た。

日本の産業界は日ロ協力への興味を失
いつつあり、長年にわたって日本経団連と
ロシア産業企業家同盟の支援に支えられ
て活動していた日ロ経済委員会の活動が
縮小していった。そして、貿易経済に関す
る日ロ政府間委員の会合の開催が不定
期になった。外務次官級会合の枠組みに
おいて領土問題の解決を進めようとする試
みは失敗に終わった。

このように、21世紀の最初の10年間とそ
れに続く期間をまたいで、日ロ両国側から
の客観的および主観的な要因が、安倍イ
ニシアティブの実現にマイナスに作用した
のである。

３．新たな離陸と新たな転落

上記の問題にもかかわらず、日本とロシ
アの経済は相互に補完的な特徴を持って
いる（ロシアには豊富な天然資源があり、
日本には先進的な技術と資本がある）。こ
のことは、最終的に、両国の産業界および
官公庁が現在抱えている問題をいかにし
て解決していくかについて模索するように
後押しした。

2010年代のロシアの東方シフトによる発
展戦略によって、極東において大改革を
実施することが可能となり、このことが肯定
的な結果につながった。2010年に、ウラジ
オストク市をロシアとアジア太平洋諸国との
国際協力の拠点として開発する事業がス

アとアジア太平洋諸国の国際協力の中心
地としてのウラジオストク市の発展を後押し
した。

ロシアの企業は、予算制約と海外資本
市場へのアクセス制限という条件の下で、
日本の大企業との建設的な交渉を行った。
極東に進出した民間企業は、経済面で実
務的な問題に直面したが、自分の利益の
ために立法機関や政府に働きかけ、極東
で加工生産を発展させるための前提条件

（電力、ガスの料金や供給網への接続ま
での期間の均一化、など）を作り出すこと
に成功した。

大規模な工場の稼働開始や着工は、ロ
シア東部において、資源加工の新しい条
件が生み出されたことの証明になっている。
このような新しい生産工場として挙げられ
るのは、キムカン・スタラ採鉱選鉱コンビナー
ト（ユダヤ自治州）、ハバロフスク地方の木
材加工工場、アムール州のガス加工工場
である。

ロシア国家院（国会下院）では、極東に
特別な発展の仕組みをもたらす22の連邦
法が採択された。また、新たな統治メカニ
ズムを構成する122の政令が施行されて
いる。

政府と産業界は、2014～2015年の危
機にあっても安定性を維持し、その状況を
市場の転換とビジネスの発展に活用した。

極東において経済問題の解決のため
に始められた改革は、楽観的な見方を抱
かせる。2010年代初めにおいて、日ロ貿易
は増大するようになり、2013年に過去最大
の348億ドルに達した。

日本の産業界は、サハリン州と最も活発
に協力してきた。サハリン州では、建設、商
業、漁業、鉱物資源の採掘、食品産業、
ホテル、レストランなどの分野において、86
社の日本の資本参加企業が登録された。
2016年時点で、沿海地方では日本が資
本参加する40社以上の企業が活動して
いた。ハバロフスク地方では、木材の伐採
や加工、ロジスティクス、商業、サービス業
などの分野において40社以上の日本の資
本参加企業が登録された。

タートした。橋梁、道路、水道が建設され、
ルースキー島に極東連邦大学が建設され
た。また、都市への電力供給の問題も解
消された。デカストリやコジミノにある石油
輸出ターミナルが稼働開始し、コムソモリス
クとワニノを結ぶ鉄道区間において新クズ
ネツォフ・トンネルが建設された。リドガとワニ
ノの間の道路建設が完了し、ウラジオスト
クに新しい空港ターミナルが建設された。

インフラ構築に関する事業は継続中で
ある。そのような事業として、アムール川に
かかるニジニレニンスコエと同江市の間と、
ブラゴベシチェンスクと黒河市の間の鉄
道橋の建設、「プリモーリエ1」および「プ
リモーリエ2」の輸送回廊やザバイカル地
方・沿海地方・アムール州における穀物回
廊の建設、東シベリア・太平洋石油パイプ
ライン（ESPO）の中国向け支線第2期工
事、ハバロフスク及びペトロパブロフスク・
カムチャツキーにおける空港の再建がある。
ガスパイプライン「シベリアの力」は1300
㎞が建設された。

2014～2017年において、ロシア政府
は、極東の経済発展を妨げる問題の解決
に向けた措置を講じた。特に、投資環境
を改善するための法制基盤の整備が進め
られ、極東開発省、極東投資誘致・輸出
支援エージェンシー、極東人材開発エー
ジェンシー、極東開発基金といった組織が
設立された。また、発展のための新しい
仕組みが用意された。それは、先行発展
区（TOR）である。そこでは、国家資金に
よって道路が整備され、区内で投資家向
けの特恵制度が運用される。

極東全体で19カ所の TOR が創設さ
れ、20の自治体が自由港の枠組みで活動
している1。投資プロジェクトの支援体制も
立ち上げられている。ロシアは、石油の中
国向け輸出において世界第１位を占めて
いる（2016年5700万トン）。石炭輸出に関
しては、輸送インフラの発展と新ターミナル
の建設によって、極東とシベリアからアジア
太平洋諸国への輸出が西側向けの輸出
を歴史上はじめて上回った（51％対49％）。
さらに、東方経済フォーラムの開催も、ロシ

1 ［訳注］本稿オリジナル版が ERINA に提出された後で、極東開発省などの組織により極東の特区の実績に関して最新の情報が発表された。2018年5月１日現在にお
ける最新情報に関しては、『ERINA REPORT』№ 142（2018年6月）の「北東アジア動向分析：ロシア（極東）」（https://www.erina.or.jp/wp-content/uploads/2018/06/
an14220_tssc.pdf）を参照されたい。
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ロシアにおける日本車の保有台数は
2016年において約900万台であったが

（外国車の38.4％）、そのうち200万台は
極東にある。

しかし、2014年以降、日ロ貿易はウクラ
イナ紛争やそれに続く西側諸国による対ロ
制裁の実施、石油価格の低下、ルーブル
レートの低下といった現在進行形の国際
経済情勢の影響を再び受けるようになっ
た。その結果、2016年の貿易額は161億
ドルにまで縮小した。

４．日ロ協力の新しい段階

それでもなお、安倍首相は、2016年5月
6日にソチを訪れ、プーチン大統領と会談
し、日ロ協力を活性化させる計画を提案し
た。状況は多くの点で2007年とは異なって
いる。

8項目には次のものが含まれている。
（1�）先進的な病院の建設による健康寿命

の伸長
（2�）北方における住宅建設、上下水道や

交通網の建設といった都市整備
（3）中小企業分野における協力
（4）エネルギー協力
（5）産業の多様化と生産性の向上
（6�）極東における空港や港湾の建設、土

地の灌漑
（7�）原子力発電、情報技術といった先進

技術分野における協力
（8）相互理解を深めるための人的交流

この際、ロシア政府は、2007年安倍イニ
シアティブが失敗に終わった経験を踏まえ、
日ロ協力を深めるための呼応プランを作成
した。

2016年12月に、プーチン大統領は日本
を訪問し、80の政府間および省庁間の文
書に調印した。日本の企業は、ロシアで
活動することへのゴーサインを受け取った。
最初に注目が集まったのは、エリガ炭田の
開発やサハリンの石油・天然ガス鉱床の
開発プロジェクト、極東の先行発展区への
進出、北方領土における共同経済活動で
ある。

国営企業ロスネフチ社、丸紅株式会社、

三菱重工業株式会社は、極東におけるガ
ス化学工場建設プロジェクトの草案作成
に関して合意した。日本の国際協力銀行
は、ヤマル LNG 社と、2200万ドルの信用
供与枠の提供に関して合意した。ガスプロ
ム社と三井物産株式会社は、サハリン2の
拡張プロジェクトの枠組みにおいて、また、
海上輸送の LNG バンカリングの分野に
おける協力に関して合意した。三菱商事
株式会社もまたガスプロムとの間で、LNG
分野における協力の拡大について合意し、
特に、サハリン2のLNG 工場の第3系列の
建設面での協力を目指している。

日本は、穀物の最大輸入国である。現
在、極東とシベリアは、毎年1700万トンの
穀物を生産できる能力を持っている。しか
し、ロシアの東部から日本への穀物輸出
は、今のところ、毎年20～30万トンにとど
まっている。統一穀物会社（United Grain 
Company: UGC）は、ザルビノ港におい
て、300万トンの取扱能力を有するターミ
ナルの建設に着手することを計画している。
同社の計画では、日本向け穀物輸出を年
850万トンにまで増やすことが見込まれてい
る。ウラジオストク港とワニノ港では、穀物
ターミナルの建設の可能性が検討されて
いる。安倍プランとプーチン大統領の提案
の特徴の一つは、経済関係を多様化させ
ようという志向性にある。

オレシキン経済発展相は、2017年9月に
ウラジオストク市で開催された第3回東方
経済フォーラムの日ロビジネス会合の場で、
ロシアと日本の間で調印された合意によっ
て、2国間の協力関係をより高次のレベル
に導くことができる、と述べた。

安倍プランが明らかにされてから、1年
半が経過した。その成果の一部をまとめる
ことができる。ロシア極東における安倍プラ
ンの実現のカギは、日本の中小企業のこ
の地域への進出である。

現在、極東において、日本企業は、港
湾での貨物積替能力の増強（「ウラジオ
ストク自由港」）、沿海地方における木材
加工工場の建設（住友商事株式会社）、
サハ共和国（ヤクーチア）における通年
野菜栽培用の温室の建設（有限会社

SAYURI）、JGC エバーグリーン社による
温室の建設（ハバロフスク）に取り組んで
いる。

ハバロフスク空港株式会社と日本連合
（双日株式会社、東京国際空港を管理
する日本空港ビルデング株式会社、株式
会社海外交通・都市開発事業支援機構

（JOIN）による日本コンソーシアム）は、ハ
バロフスク空港に65億ルーブルをかけて
ターミナル建設を行っている2。第1段階で
は、年450万人の乗客に対応できる旅客
ターミナルビルの建設が含まれている。第2
段階として、ホテル、コンサートホールなど
の建設によるプロジェクトの拡大が予定さ
れている。

ロシア郵便は、日本郵便と東芝との間
で、インターネットを介した国際的な eコ
マースや郵送量の増加における協力を拡
大してきた。川崎重工業株式会社および
双日株式会社との間で締結された契約に
は、極東におけるガスタービンプラントの活
用が含まれている。

2017年には、ハバロフスク市において日
ロ医療センター「SAIKO」が開業し、ハ
バロフスクの医科大学と新潟大学の協力
や、ウラジオストク自由港でのリハビリセン
ターの建設が始まった。2018年にはユジ
ノサハリンスクで「ほのかサハリン」社が通
年営業の温浴施設を開業する予定である
が、このプロジェクトのパートナーは株式会
社丸新岩寺（札幌市）である。

住宅信用担保機構（ロシアの政府系機
関）と株式会社日建設計は、ウラジオストク
市の都市環境の改善プログラムを作成し
た。ウラジオストク市は、イノベーション経済
における地域ビジネス拠点として、あるい
は観光や文化の中心として都市を発展さ
せることを目指している。新たな都心の形
成、快適な公共空間を構築するための措
置、街路網の効率向上、極東連邦大学を
ベースとする科学研究のプラットフォームの
発展によって、都市構造を変えることが提
案されている。

ここで、次の点に注意しなければならな
い。それは、日本側がロシアの市場を調査
する際に、極東で安倍プランを実施する可

2 ［訳注］本稿オリジナル版が ERINA に提出された後で、本プロジェクトに関する日本側の提案が拒否されたとの報道がなされている（共同通信、2018年5月3日付）。
https://this.kiji.is/364499506181506145?c=39546741839462401
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えば（大型の有角家畜用）飼料の生産な
どのような、「一次原料」加工の革新的な
技術の獲得である。

極東と日本の企業間では、基本的な経
済的利益に基づいて、各産業部門別の
協力体制が徐々にできつつある。極東の
人々は、現在、日本が戦後に歩んだと同じ
道のりに沿って、資源加工を進化させ、工
業にイノベーションを導入し、インフラの改
善を進めている。極東の港湾や鉄道の近
代化、また都市環境や住宅の改善、固形
廃棄物や廃車の処理、建設資材の生産
は、日ロ関係において有望な分野である。

安倍プランと、プーチン大統領の訪日の
際に示されたロシア側の提案の枠組みに
おける協力の強化は、日ロの貿易関係の
拡大のための新しい可能性を生み出して
いる。政府間および官庁間で採択された
文書は、その拡大のための基礎となりうる。
両国間のパートナー関係の強化は、ロシア
と日本の双方の利益に合致する。2017年
における極東の主要課題は、2016年安倍
プランの実現と日ロ間の協力を強化し、将
来的に新しいレベルに導くための前提条
件を作ることであったと言える。

［ロシア語原稿をERINA にて翻訳］

能性を調査するため、政府機関から資金
提供を受けている組織の手を借り、また政
府間委員会、産業界、地域行政機関を活
用しているという点である。ロシアから日本
への観光客は、ビザ手続きの簡素化のお
かげで2017年に40％増えた。

一方で、ロシアのビジネスは「手探り」で
日本の市場にニッチを探している最中であ
り、今のところビジネスミッションを派遣しな
がら自社の製品をアピールしている。この
ような状況において、新潟県の経済界は、
極東の企業との関係強化に向けた共同
努力を主導しようとしている。その成果のひ
とつが「日ロ地域間ビジネス推進協議会」
の設立である。ハバロフスク市でもワーキン
ググループ会合が開催された。この協議
会の支援により、新潟の建設、食品製造
分野の企業における企業家研修が実施さ
れた。これまでにロシア企業から計26人の
経営幹部が、企業経営の専門家としての
能力を高めるために、日本の工場での研
修に参加した。また、極東各都市の小売
店舗網で新潟県産品の販売コーナーが
設けられている。新潟県の産業界との協
力関係に関心があるハバロフスク地方の
企業100社のリストが作成されている。さら
に、同協議会の会員は、人的交流の拡大

にも積極的に参加している。
ワンアジア財団（東京）との協力により、

「アジア共同体」構想の推進に係る事業
も実施された。2016～2017年に、日本の
大学教授らがハバロフスクの大学生に向
けて講義を行い、日ロ間の経済協力の歴
史、文化、現状に関して情報を提供した。

ここまで、2017年に実施された事業を簡
単に見てきたが、現在のところ、安倍プラン
の実現に突破口は得られていないことが
わかる。その阻害要因としていくつか指摘
できる。まず、世界市場の不況、ロシアの
法体系の不安定性や複雑な投資手続き
である。また、極東地域の旧式な経済構造
では、発展の可能性が枯渇した。それに対
して、自由港や先行発展区、資源の高度
加工企業は新しい発展可能性を与える存
在ではあるが、いまだに稼働段階には至っ
ていない。さらに市場の慣性がある。これ
らの問題が協力の障害となっている。

安倍プランへのロシア側の期待は大き
い。保健、産業発展、極東におけるインフ
ラの整備の分野において、安倍プランを実
現できる可能性は高い。

極東の農業分野に日本の技術を導入
するプロジェクトには、すでに一定の展開
があった。重要な方向性となりうるのは、例
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